
第１２回奈良県税制調査会資料 

平成２８年３月１５日（火） 
 午後３時～ 奈良県庁第一応接室 

奈良県総務部税務課 

■望ましい地方税のありかた調査事業について 

 

■国保保険料の統一化に向けた取組について（報告） 
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（３）自動車税身体障害者等減免  望ましい地方税のありかた調査事業 

○ 平成25年３月の税制調査会の活動開始後、本県の自主的な税制に関し、産業廃棄物税の見直し（平成25年度）、森林環境
税及び法人県民税法人税割の特例制度の見直し（平成27年度）について、それぞれ当税制調査会から答申をいただいたところ。 
○ これらの税制度は５年に一度見直すこととしており、それぞれ最終年度に当調査会でご議論いただき、見直しをすすめてきた
ところであるが、これらは、法定外税あるいは超過課税として税金を徴収していることから、今後はさらに詳細な分析や評価を行
い、その妥当性や有効性を説明することが必要。 
○ 今回の答申の中でも、「税率や使途事業については、課税期間途中であっても妥当性や有効性を評価し、その上で見直し等
ができるような仕組みの検討」が必要と盛り込まれたところ。 

自主的な税制にかかる調査・研究 

現状と課題 

 本県にふさわしい税制についての議論を深めるために、奈良県税制調査会の各委員により、法定外税や森林環境税等を導入
している他の都道府県に対し調査を実施していただくとともに、現状の課題を洗い出し今後の方針等に向けた分析を行っていた
だく。その中で見直し規定についてもご検討いただく。 

 また、奈良県税制調査会等で各界への発信を行うことにより、ひいては奈良県税収入アップにつなげていく。 

望ましい地方税のありかた調査事業 

【平成２８年度予算案】 
  ■調査事業（旅費、報酬等）     2,694 
  ■出版事業 論文集Part2      2,350 
  ■シンポジウム          158 
  □合計              5,202（千円） 
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（３）自動車税身体障害者等減免  望ましい地方税のありかた調査事業 

調査事業 調査先（案） 

候補１ 

■岩手県・・・森林環境税(個人）が1,000円/年 
         （本県の２倍） 
         地方税共同滞納整理組織（任意）設置 
         自動車税の徴収率(H26)全国第３位 
 
■宮城県・・・森林環境税(個人）が1,200円/年 
         （本県の２倍以上） 
         法人事業税の超過を実施 
         地方税共同滞納整理組織（任意）設置 

○ 調査テーマとして、超過課税で奈良県と異なる税制度を行っている自治体を中心に、独自の徴税システムを導入している
こと、徴収状況が良い実績であること等を勘案し、以下の自治体を候補地と選定した。 

候補２ 

■神奈川県・・・森林環境税(個人）が300円/年 
           （本県の６割） 
          個人県民税所得割を全国で唯一課税 
          法人事業税の超過を実施 
 
■静岡県・・・森林環境税(個人）が400円/年（本県の８割） 
         法人事業税の超過を実施 
         法人県民税法人税割の超過課税を全国で唯一未

導入 
         地方税共同滞納整理組織（広域連合）設置 

候補３ 

■岐阜県・・・森林環境税(個人）が1,000円/年 
         （本県の２倍） 
         法人事業税の超過を実施 
         地方税共同滞納整理組織（任意）設置 
 
■愛知県・・・法人事業税の超過を実施 
         地方税共同滞納整理組織（任意）設置 

候補４ 

■鳥取県・・・森林環境税(個人）が平成19年度まで300円/年
（現在は、500円/年に変更） 

         地方税共同滞納整理組織（任意）設置 
         自動車税の徴収率(H26)全国第２位 
 
■愛媛県・・・森林環境税(個人）が平成21年度まで500円/年

（現在は、700円/年に変更） 
         地方税共同滞納整理組織（一部事務組合）設

置 
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（３）自動車税身体障害者等減免  望ましい地方税のありかた調査事業 

１班 ２班 ３班 ４班

岩手県 １，０００円 H18 ○ ○ ３位

宮城県 １，２００円 H23 ○ ○

秋田県 ８００円 H20 ○

山形県 １，０００円 H19 ６位

福島県 １，０００円 H18 ○

茨城県 １，５００円 H20 ○

栃木県 ７００円 H20 ○

群馬県 ５００円 H26

神奈川県 ３００円 H19 ○

岐阜県 １，０００円 H24 ○

静岡県 ４００円 H18 ○ ○

三重県 １，０００円 H26 ○

滋賀県 ８００円 H18 ○

兵庫県 ８００円 H18 ○

鳥取県 ５００円 H17 19年度課税までは税率300円 ○ ○ ２位

愛媛県 ７００円 H17 21年度課税までは税率500円 ○ ○

北海道外　12都道府県（標準税率） なし

奈良県外　19県 ５００円 H18（奈良）

神奈川県 ４．０２５％ H19 ○

奈良県外　46都道府県（標準税率） ４％

東京都、大阪府 ６．０％ 大阪府

静岡県（標準税率） ５．０％ ○ ○

奈良県外　44道府県 ５．８％

北海道外　12都道府県 未実施 北海道、京都 北海道、青森、徳島
北海道、千葉、新潟、

福井、香川

奈良県外　35道府県 導入あり

宮城県 ７．１８％ H20 ○ ○

東京都 ７．１８％ S49 ７位

神奈川県 ７．１６９％ S53

静岡県 ７．１８％ S54 ○ ○

愛知県 ６．９８８％ S52 ○ ○

京都府 ７．１８％ S56 ○

大阪府 ７．１８％ S50 ○

兵庫県 ７．１８％ S51 ○

奈良県外　39道県（標準税率） ６．７％ S51（奈良）

所得割

地方税共同滞納整理組織等を持つ団体

任意組織一部事務組合広域連合

自動車税
徴収率
上位10位

法人事業税

※税率は、

所得課税法人

均
等
割

法人税割

均等割

個
人
県
民
税

その他

平成２８年度　奈良県税制調査会「望ましい地方税のありかた調査事業」調査自治体候補一覧

法
人
県
民
税

超過課税で奈良県と税率等が異なる団体

班体制（案）
備考導入年度超過税率都道府県種別
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（３）自動車税身体障害者等減免  望ましい地方税のありかた調査事業 

出版事業（案） 

構成案 

【望ましい地方税のありかた Ⅱ】 
Ⅰ 論文編 

 １．・・・・・・・・・・ 
 ２．・・・・・・・・・・ 
 ３．・・・・・・・・・・ 
  

Ⅱ 課税自主権（超過課税・法定外税）の現状と課題 

超過課税・法定外税の意義と動向 

未利用地、耕作放棄地、非保全森林の課題 

森林税の状況（調査結果から） 
  

Ⅲ シンポジウム 

  

Ⅳ 調査報告 

 「望ましい地方税のありかた」を平成26年11月に出版したが、
奈良県にとって望ましい、また地方税に関する提言をいただ
き、国等への要望を理屈を立てて論じることができ、有識者
の声は、国、政府に対しても強力なアピールとなることを再認
識したところ。 
 そのため、今後の調査研究の成果を発表するため、その内
容を出版本として世の中に出すことにより、さらなるアピール
を図っていく。 

シンポジウム（案） 

 今回の調査を踏まえ、今後の望ましい地方税のありかたに
関する講演や、本調査会の取組を議論することを目的とした
パネルディスカッションを開催することにより、本調査会での
議論を県内市町村はもとより、県内企業や事業者を含め県
民全体に対し、くらしをよくする税制とは、という議題に触れ、
税に対する意識の醸成を図ることを目的としたシンポジウム
を開催する。 

実施案 

【開催日程】 平成２８年 秋頃 

【開催場所】 奈良県文化会館 小ホール（300人収容） 
【プログラム】 
• 知事 主催者挨拶 

• 望ましい地方税のあり方について 

        講演者 外部有識者（未定） 
• パネルディスカッション 

   「奈良にふさわしい税制について」 
    ～これからの地方創生に向けて、地域がよくなるような税制について～ 

 

       【パネリスト】 
        税制調査会 各委員 

    知事 

 

望ましい地方税のありかた（H26.11刊） 
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出版事業

調査研究・先進地調査

第
●
●
回
税
制
調
査
会

テーマ選定

調査地選定

●
委託
契約

●
成果
報告
提出

●
執筆
契約

●
原稿
締切

●
指名
審査

●
公告

●
入札

●
契約

●
納品

●
出版
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執筆
契約

8/1
原稿
締切

6/9
指名
審査
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公告
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入札

8/4
契約

10/28
納品

11/14
出版

最低３か月必要

●
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●
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３か月確保

３か月確保
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 望ましい地方税のありかた調査事業 

年間スケジュール 














